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母子健康手帳のデジタル分析に関する研究 
 

      研究分担者 杉田匡聡 NTT東日本関東病院産婦人科部長 

         研究協力者 吉川健太郎 京都大学附属病院 

 

研究要旨 

母子健康手帳（以下母子手帳）は紙を用いた冊子として運用されてきているが、紙版の他

にデジタル版ともいうべき「電子母子手帳」を作成している地方公共団体もあるが問題も

抱えている。 

紙版とデジタル版の比較、デジタル版母子手帳の有用性、実現にあたっての問題点、導入
にあたっての条件は何かなどについて調査・報告を目的として、有識者へのインタビュー
を行なった。 

 

 

 
Ａ．研究目的 
 
母子健康手帳（以下母子手帳）の他にデジ

タル版ともいうべき「電子母子手帳」を作成
している地方公共団体もある。しかし、その
利便性、情報の共有、セキュリティー対策な
ども問題となっている。 
本分担研究は、母子手帳の母子保健へのさ
らなる活用のために、紙版とデジタル版の
比較、デジタル版母子手帳の有用性、実現に
あたっての問題点、導入にあたっての条件
は何かなどについて調査・報告を目的とし
て、有識者へのインタビューを行なった。 
 
 
Ｂ．研究方法 
 
  以下の3名の有識者からの意見を聴取し
た。 
  ・木村 正（日本産科婦人科学会理事長） 
 ・岡 明（日本小児科学会理事長） 
 ・石見 拓（京都大学健康科学センター 

教授） 
 また、海外の母子手帳において、デジタル
化に関する情報を収集した。 
 
Ｃ．研究結果 
 
 産婦人科、小児科、公衆衛生の3つの異な
る領域おける有識者にインタビューを行っ
た。データは誰のものか、その利活用はどの
ように決めるべきか、費用は誰が負担する

のか、セキュリティーは誰が担保するのか、
などについて、有意義な意見を得ることが
できた。 
 アジアやアフリカの電気が通じない奥地
に行っても、人びとがスマートフォンをも
っている時代になった。多くの国では、アナ
ログとデジタルを組みあわせて、母子手帳
を通じた情報提供を行っている。タイの最
新版の母子手帳は、80ページのすべてがカ
ラー印刷であり、保健省によれば、「タイで
子どもを産むと決意した女性に贈る冊子に、
労力と資金は惜しまない」とのことであっ
た。最後のページには、QRコードがあり、ダ
ウンロードすると動画で妊婦健診や性感染
症の予防などの情報が得られる。 
 
 
Ｄ．考察 
 
母子手帳は紙版で導入され、国内におい

ても諸外国においてもその有用性が報告さ
れ、PHRの先駆けとしての評価も得ている。
しかし、電子カルテが導入され、医療データ
もデジタルデータとして保管・共有される
ようになった今日、アナログデータとして
の紙版母子手帳では低出生体重児や双胎児
などの少数派の情報がなく、またデータの
二次利用が不可能であり、デジタル版も求
められるようになってきている。 
そこで、電子版母子手帳について、産婦人

科、小児科、公衆衛生の3つの異なる領域お
ける有識者にインタビューを行った。デー



89 

 

タは誰のものか、その利活用はどのように
決めるべきか、費用は誰が負担するのか、セ
キュリティーは誰が担保するのか、などに
ついての意見を得ることができた。 
また、 2012年に母子手帳の内容が改訂さ

れたが、その中でも将来に向けてデジタル
版の導入について検討されており、2001年
に母子手帳の利活用に関する全国調査が行
われてから既に20年が経過していることも
あり、今回の全市区町村に対するアンケー
トで実態を調査し、それぞれが抱える問題
点を明らかとし、今後の改訂の議論に資す
ることができると考えた。一部の市区町村
ではデジタル版の併用もされてきているが、
それぞれ独自のものとなっていることを重
要視し、先のインタビューを基に、郵送して
調査することを目的に電子版の導入につい
ての市区町村向けのアンケートを作成した
が、発送・回収にはいたらなかった。 
 
Ｅ．結論 
 
電子母子手帳はすでに一部では導入され

ているが、その問題点を明らかにし、今後の
導入の是非、問題点の改訂などに生かして
いく必要がある。 
 
 
Ｆ．健康危険情報 
 
 なし 
 
Ｇ．研究発表 
 
 1.  論文発表 
 なし 
 2.  学会発表 
 なし 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む。） 
 1. 特許取得 
 なし 
 2. 実用新案登録 
 なし 
 


